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１. 研究の目的と背景
本研究の目的は、BSC の手法を用いて技術開発型企業の経営戦略策定、事業計画立案およ






BSC とは、1992 年に R.S. Kaplan（ハーバードビジネススクール管理会計担当教授）と D.P. 
Norton（経営コンサルタント会社社長）の両氏が提唱した新しい業績評価の枠組みであり［1］、
現在では世界中の多くの企業・団体、医療機関、行政機関等で利用されている。









④組織体制や人材育成等に関する「学習と成長の視点（Learning and Growth Perspective）」
また、BSC は上記 4 つの視点それぞれの因果関係を図式化することで、戦略目標、重要
成功要因（Critical Success Factor、以下「CSF」）、重要業績評価指標（Key Performance 
Indicator、以下「KPI」）［注 1］、数値目標、行動計画（Action Plan）等を策定する。
例えば、鎌田ら（2011）は、食品スーパー M 社の例を挙げながら、ビジョンおよび戦略と
BSC の関係をストーリー形式で分かりやすく解説している（表 1 参照）。
BSC が誕生した背景には、それまでの財務指標（とくに短期的な業績評価）偏重への反省
が挙げられる。BSC は、財務と非財務、短期と長期、外部環境と内部環境などをバランス良
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の枠組みを作り上げてきた。BSC の開発者である R.S. Kaplan と D.P. Norton 両氏が最初に発
表した論文（1992 年）によれば、BSC の 4 つの視点には「開発の視点」が含まれ、さらに KPI
として「学習力、新技術の増加率」の記述がある。しかし、Olve et al（2003）によれば、この
「開発の視点」は両氏が数年後に出版した著書では「学習と成長の視点」に変化している［6］。













しかしながら、BSC の開発者である R.S. Kaplan と D.P. Norton も、また西村（2004）も、
BSC におけるイノベーションプロセスの重要性については指摘しているものの、それが他の
「財務の視点」「顧客の視点」「学習と成長の視点」と具体的にどのように関連づけられるかに





者の R.S. Kaplan と D.P. Norton（2000）［9］を紹介し、「知的資産を有形資産と同様に会計モ
デルで評価することが困難な理由」として次の 4 つを挙げている［10］。
①知識や技術のような知的資産は、収益や利益といった財務的な成果に直接影響することは











佐々木（2008）は、BSC と知財の関係性に関し、複数の企業関係者に BSC の導入状況、知
財部門の KPI と目標管理・活動方針等についてインタービュー調査しており、興味深い。こ



















技術開発型企業において BSC を導入する際、新技術開発を「第 5 の視点」とする手法を提
唱した先行研究がある。高橋（2011）は、「イノベーションを特に重視する企業の場合、これ
を視点として独立させているケースもある。例えば、Olve et al （2003）の示した Ericsson 社
の BSC では、第 5 の視点としてイノベーションの視点が独立して存在している」と指摘する
［13］。この BSC の詳細を表 3 に示す［14］。
表 3 の「イノベーションの視点」は、前述した西村（2004）のイノベーションプロセスに
共通する考え方である。しかし、Olve et al （2003）で紹介された Ericsson 社の BSC には、「イ
ノベーション」という言葉はあっても、「知財」という表現は存在しない。










「学習と成長の視点（Learning and Growth Perspective）」に集約できる。また、③の「環境
保全の視点」は、リサイクルの観点からのアプローチであり、通常は「業務プロセスの視点




























































































xx、 共 同 ド ラ イ バ ー：
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・業績の向上（12）










































（出典）Olve et al （2003） ［14］。網掛けは、著者が加筆。
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以上、本章では以下のように要約できる。
（1） BSC の開発者らは、当初は BSC におけるイノベーションプロセスを重視していたもの
の、それが BSC のそれぞれの視点とどういう関係性を持ち、また企業戦略の中でどの
ように位置づけられるかについてはほとんど言及していない。






（4）BSC における「第 5 の視点」に言及した先行研究や企業の事例は散見される。しかし、
その「第 5 の視点」とは「知財」を意味するものではない。「知財」を「第 5 の視点」
とした先行研究は存在しない。
3. 本研究における提案
















































4. 1. 1 Ａ社の概要と背景
A 社は、ある地方都市に立地する防災・防犯機器を開発・




























4. 1. 2 Ａ社の保有知財と戦略の方向性
表 4 は、現在 A 社が保有する知的財産権の一覧である。従業員数名の零細ベンチャー企業
でありながら、特許権 18 件（うち国際特許 4 件）、意匠権 7 件、商標権 2 件、実用新案 2 件を
保有する。しかし、前述のとおり、大手損害保険会社 T 社から最初の連絡を受けた時点では、
法人向けの大型製品は「まだ構想段階」でしかなかった。
表４　防災・防犯機器技術開発業Ａ社の保有知的財産権（2017 年 4 月現在）
No. 区分 名　　称 出願年月日 権利取得日 特許・登録番号
1
国内特許
シャッタ補強部材 2006/5/25 2007/ 2/ 9 特開 2016-142263
2 シャッタの耐負圧補強具 2007/ 8/ 3 2008/3/14 特許第 4092715 号
3 雨戸様の保護手段 2005/8/18 2008/7/11 特許第 4151026 号
4 折り畳み式雨戸 2007/4/18 2008/5/23 特許第 4126380 号
5 災害救助ジャッキ付き脚立 2007/4/18 2008/5/15 特許第 4078659 号
6 スライド式シャッタの補強構造  １, ２, ３型 2008/2/21 2010/2/12 特許第 4456158 号
7 スライド式シャッタの補強構造　４型 2009/12/3 2011/2/10 特許第 4677594 号
8 スライド式シャッタの補強構造　５型 2009/12/3 2011/4/22 特許第 4725867 号
9 スライド式シャッタの補強構造　６型 2010/5/25 2011/3/11 特許第 4697644 号
10 災害支援システム及び災害支援プログラム 2011/2/18 2011/7/22 特許第 4787380 号
11 浸水防止構造 / 浮力自立式 2011/12/8 2012/4/20 特許第 4973896 号
12 スライド式シャッタの補強構造 １, ２, ３型（新） 2012/8/22 2014/ 3/ 7 特許第 5489044 号
13 スライド式シャッタの補強構造　７型 2013/3/28 2015/4/24 特許第 5734333 号
14 浸水防止構造 2014/ 4/ 4 2015/4/24 特許第 5734489 号
15 国際特許シャッタ補強部材（ＰＣＴ） 2006/5/25 2007/12/6 ＷＯ 2007/138768
16 スライド式シャッタの補強構造１, ２, ３型（ＰＣＴ） 2009/5/11 2010/11/18 ＷＯ 2010/131320
17 スライド式シャッタの補強構造１, ２, ３型（米国特許） 2011/9/26 2013/8/13 8,505,608
18 スライド式シャッタの補強構造１, ２, ３型（新）（ＰＣＴ） 2013/ 8/ 8 2014/2/27 ＷＯ 2014/030548
1
意匠
シャッターガード 2007/ 7/ 8 2008/3/14 登録第 1326748 号
2 スライド式シャッタの補強構造　１, ２, ３型 2011/6/28 2012/1/20 登録第 1433816 号
3 スライド式シャッタの補強構造　４型 2015/6/30 2016/ 4/ 8 登録第 1549484 号
4 スライド式シャッタの補強構造　５型 2015/6/30 2016/ 4/ 8 登録第 1549130 号
5 雨戸 2012/6/20 2012/12/21 登録第 1460182 号
6 農業用ハウス補強柱の柱頭固定具 2016/7/19 2017/5/12 登録第 1577858 号
7 農業用ハウス補強柱の柱頭固定具 2016/7/19 2017/5/12 登録第 1577857 号
1
商標
シャッターガード 2007/9/14 2008/5/23 登録第 5135335 号
2 ハウスポール 2014/ 5/ 1 2015/1/23 登録第 5734502 号
1 実用
新案
農業用ハウスの補強構造 2014/5/21 2014/ 7/ 9 登録第 3192179 号
2 農業用ハウスの補強部材 2016/6/21 2016/10/26 登録第 3507504 号
（出典）A 社へのヒアリングにより作成。
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4. 1. 3 Ａ社のＢＳＣと知財
A社に対し、経営支援に取り組む際に利用したのが「知財の視点」を加味したBSCである。「知
財の視点」を加味する前と後の BSC を、それぞれ表 5（変更前）および表 6（変更後）に示す。
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（3）何よりも、「知財の視点」を加えた BSC 作成により、「学習と成長」「業務プロセス」「知財」
「顧客」「財務」の 5 つの視点の関係性が可視化され、A 社社長をはじめ、取引先企業 T
社、公的補助金を審査する行政機関、金融機関など、利害関係者全員で基本戦略を情報
共有することができた。
4. 1. 4 検　証







企業表彰（2013 年）など、数々の賞を受賞した（写真 3 参照）。





4. 2. 1 Ｂ社の概要と背景
B 社は、ある地方都市に立地する電子
アクチュエーター部品を開発・販売する




品（入力電力 2 ～ 5W 程度）である。











4. 2. 2 Ｂ社の保有知財と戦略の方向性
B 社社長をはじめ、当社の主要スタッフの大半は旧 Panasonic 系の人材であり、技術開発能
力に優れていたが、再出発にあたり、自社の「強み」と課題を再整理し、戦略の方向性を再構
築する必要があった。
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4. 2. 3 Ｂ社のＢＳＣと知財






B 社の BSC 作成にあたり、その最大のポイントとなるのが、単に標的市場（顧客の視点）
と自社の技術特性（業務プロセスの視点）をマッチングさせるだけでなく、その市場優位性
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4. 2. 4 検　証










ブラシ なし あり なし
サイズ
全長 50mm □ 28.8mm 49mm
高さ 14.5mm 43.9mm 34.1mm
ポンプ部
外径 φ 26mm φ 26mm φ 26mm
厚み － 7mm 7mm
ポンプつまみ部 外径 － φ 33mm φ 33mm
モーター部
外径 φ 33mm φ 25.5mm φ 35mm
厚み － φ 31mm φ 22.2mm
取付板
外径 － □ 28.8mm 45.5mm
厚み － 5.9mm 4.9mm
吐出物
気体 〇 〇 〇






吐出量範囲 2 ～ 60ml/ 分 10 ～ 95ml/ 分 0.005 ～ 6ml/ 分
駆動電圧
6 ～ 12V
（推奨 8 ～ 10V）
12V
入力電圧（12V 仕様） 2 ～ 3W 程度 5W 程度 2 ～ 3W 程度





ポンプ交換 着脱式 同左 同左
標的 
市場
医療バイオ分野 〇 〇 〇
分析機器分野 〇 〇 〇








B 社社長は、旧 Panasonic 勤務時代、一人で数十件の特許を出願した実績を持つ人物である。
しかし、B 社では必ずしも知財の権利化に固執しなかった。その理由について、B 社社長にイ









































がって、実企業 2 社に了解を得た上で、BSC は実際に作成したものに極力近いものを掲載す
るとともに、特許番号や業績データ等も可能な限りそのままとし、知財という「第 5 の視点」
を加味する場合としない場合の比較を明確にする様に心がけた。

















本研究は、平成 29 年度科学研究費助成事業（基盤研究（C）、研究課題「中小企業の PBL
実例およびデルファイ手法にもとづくビジネスケースメソッド教材開発」課題番号 :17K04894）
による助成を受けた研究の一部である。










［注 3］ 国立情報学研究所の論文検索サイト「CiNii」を使い、「BSC」でキーワ ドー検索すると400 件以上がヒットする。








［注 6］ BCP（Business Continuity Plan）とは、「事業継続計画」を意味する。BCP が全国的に注目されるようになっ




　同社は、ピストンリングの国内最大手メー カーであり、市場シェアは約 5 割を誇る。ほとんど全ての自動車メー カー
に部品を供給していたことから、国内の自動車メー カーの大半が操業停止する事態となった。すなわち、地方の
メー カー 1 社の地震災害が、自動車業界全体に及んだのである。これを機に、国内の各企業は、自然災害や事
故発生時にも中核事業を継続できるための計画づくりに注力することとなった。また、こうした動きは 2011 年 3 月の
東日本大震災以降、さらに加速した傾向がある。
［注 7］ 特許の審査は、通常は出願日順に行われるのが通例だが、早期審査請求制度を利用すると、優先して審査を受
けることができる。一般的には、結果が出るまで通常 2 年半程度を要するが、早期審査請求制度を利用すれば 1
カ月～数カ月程度で権利取得となるケースもある。ただし、この制度の利用は、個人、中小企業、大学、公的研
究機関などに限定される。逆に言えば、大企業よりも中小・ベンチャー 企業にとってメリットある制度と言える。
［注 8］ 小型モ ターー は、経済産業省「工業統計表 品目編」では「小型モ ターー （入力 3W 未満、細分類 282213）」、「直流・
交流小形電動機（3W 以上 70W 未満、細分類 291121）」および「その他小形電動機（3W 以上 70W 未満、
細分類 291129）」に分類される。また、経済産業省「生産動態統計年表 機械統計編」の「小形電動機（70W
未満）」では、小形直流電動機、小形交流電動機、ステッピングモ ター、その他の小形電動機、超小形電動機（入
力 3W 以下）の 5 区分に分類されている［21］。
［注 9］ 特許権の場合、出願費用、審査請求費用、中間処理費用（意見書や手続き補正書作成など）登録料などの
費用が必要である。費用は、請求項（特許内容を記載した項目）の数によって変動するが、弁理士事務所に依
頼すると、一般的には平均 60 ～ 80 万円程度の費用が必要であると言われる（中小企業の場合、優遇措置あり）。
さらに、特許権の権利維持のためには、特許庁に対して毎年維持費用（「年金」と呼ばれる）を支払わねばならず、
毎年平均 5 ～ 10 万円程度の費用が必要と言われる。
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